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自己紹介
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科学技術政策

• エビデンスに基づく科学技術政策の基盤

（内閣府科学技術・イノベーション推進

事務局の委託調査として実施）

• 大学・国研等の研究力分析

• 科学技術関連予算の分析

• 政策重点分野検討手法の開発

計算材料科学

• シミュレーションと材料データベースの

統合による統合的材料設計の手法開発

• 「セラミックス基複合材料(CMC)」の評

価手法の開発

• 航空用ジェットエンジンの高温部品

• 戦略的イノベーション創造プログラム

(SIP)第2期「統合型材料開発システムに

よるマテリアル革命」として実施中

『データや数理的なモデルに基づく、複雑現象の理解』



本日の概要

• 現代の科学への要請
• 社会からの要請と、学術からの要請

• 社会のための学術としての社会科学の推進
• 内閣府科学技術・イノベーション推進事務局でのエビデンスに基づく科学技術政策

• 一橋大学での社会科学展開に向けた提言



学術の発展における知への要請

• 科学の発生

• 哲学の一分野としての自然哲学

• 第二次科学革命以降の専門分化

• 学術体制の構築

• 教育機関、学術コミュニケーション(scholarly communication)の体系化

• 現在の研究分野(自然科学、社会科学、人文学）の棲み分け

• 産業化科学の時代

• アカデミズム科学から産業化科学へ(J. ラベッツ)、好奇心駆動型からプロジェクト達成型へ(村上陽一郎)

• トランスサイエンスの時代

• 科学によって問うことはできるが、科学によって答えることのできない問題(A. ワインバーグ)

• リスク社会

• 富の配分だけでなくリスクの配分、科学技術の社会影響まで考慮する必要がある。文系理系の知の統合が
求められる。



社会のための学術としての知への要請

• 「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言」（ブダペスト宣言,  1999年）

• 「知識のための科学」に加えて、「平和のための科学」「開発のための科学」「社会のなかの科
学・社会のための科学」という 3 つの理念

• 「社会技術の研究開発の進め方に関する研究会」（座長：吉川弘之, 2000年）

• 「社会の問題の解決を目指す技術」、「自然科学と人文・社会科学との融合による技術」、「市場
メカニズムが作用しにくい技術」の 3 つを「社会技術」として推進していくべき

• 知の統合に向けた取り組み

• 日本学術会議、運営審議会附置、新しい学術体系委員会報告『新しい学術の体系―社会のための学
術と文理の融合―』(2003年)

• 日本学術会議、科学者コミュニティと知の統合委員会、提言『知の統合―社会のための科学に向け
て－』(2007年)

• 日本学術会議、社会のための学術としての「知の統合」推進委員会、提言『社会のための学術とし
ての「知の統合」―その具現に向けて―』(2011年)



『社会のための学術としての「知の統合」―その
具現に向けて―』(日本学術会議提言, 2011年)

• 人文・社会科学や自然科学を含む学術全体で、「知の統合」の具体的な方法論の検討を
行った

• 諸分野の連携の事例

• 人文学と情報科学における事例（デジタル・ヒューマニティーズ）、人文・社会科
学と生物学における事例（「ヒトと動物の関係学会」、「生き物文化誌学会」、
「総合人間学会」、「人間行動進化学会」）、哲学と脳科学、心理学における事例

• 社会的期待発見研究

• 科学が直面する「持続性社会の実現」という社会的課題の解決に科学が貢献するた
めには、「知の統合」の推進による上記問題点の解決と「社会的期待発見研究」を
組み合わせ、新しい研究パラダイムを実現することが求められる。
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図. 持続性社会の実現に科学が貢献する循環型研究構造
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外国での検討事例

• Future Directions in Social Science: A Workshop on the Emergence of Problem-based 
Interdisciplinarity (April 11-12, 2019)

• 過去1世紀にわたり、科学の進歩と技術の発展は社会生活に深い影響を与え、新しい能力と洞察をも
たらした。数十年前には想像もできなかった技術によって、私たちの生活、仕事、環境は相互作用
を受けている。環境が変化するにつれて、人々が連携し、自らがつながっりあっていると考えるに
よう社会的状況も変化してきた。

• 差し迫った課題に対するより徹底した研究アプローチ: 現在、社会には挑戦的かつ大きな課題がある。
伝統的な学問的に基づく研究アプローチは、その問題の一部にしか対処できない。

• 研究方法論の相互融合:経済学におけるfMRIや政治学におけるソーシャルメディアデータのような
データ利用可能性における新たな発展は、新しい方法論的手法の採用を必要としている。例えば、
経済学や政治学における研究室実験の他の分野(例えば神経科学やデータ科学)からの台頭などであ
る。多分野にわたる研究によって、このプロセスを大幅にスピードアップすることができる。

• 新興融合領域の推進: 行動経済学や神経科学などの学際的な取り組みから生まれた新しい分野の過去
の例は、現時点では想像できない分野も含め、研究発展の大きな可能性を示している。



社会の持続可能性に貢献する学術としての
社会科学

• SDGsのターゲットの実現
には人文・社会科学の知
が不可欠であり、学術に
おける研究活動において
もその量は増加している。
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知の変革への要請

社会からの要請 学術からの要請



社会科学における新しい取組：EBPM

•科学技術政策論における近年の変化
• データの拡大

• これまで入手不可能であったマイクロデータが入手可能となった。

• データベースの普及と生み出される情報の増大。

• データ処理能力の増大
• これまでも「原理的に処理可能」であったが計算量が膨大であるために対処できな
かった領域に対しても、詳細な分析が可能となった。

• データ利用の要請
• 共通のデータを基に議論を行うべき。

2021 © Naohiro SHICHIJO, Hitotsubashi Univ. 12



これまでの例
• マイクロデータに基づく
解析は科学技術政策の分
野でも2000年代から普及
が始まっていた。

• しかし、未だデータベー
ス間の統合がなされてお
らず、含意は示唆に留
まっていた。
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社会のための学術としての政策科学

• マイクロデータを含むデータの入手可能性の変貌することで、社会科学の方法論
が変化してきている。その射程に、これまで定性的・実践的学術であった政策科
学が含まれるようになった。

• エビデンスの基づく政策（EBPM）は社会科学の知見を基に政策立案をし、その
実践(EBP)を行う。その過程では、情報学的知見と社会科学的知見が統合された
形で活用される。

• 日本政府では府省でエビデンスに基づく政策立案が行われており、特に科学技術
政策の司令塔機能を有する内閣府では、科学技術政策を対象として、「エビデン
スに基づく科学技術政策」を推進している。

• 内閣府科学技術・イノベーション推進事務局では科学技術政策のためのエビデン
ス基盤作成に着手しており、e-CSTIとして2020年度から公開された。
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e-CSTIについて

• e-CSTIとは
• 内閣府科学技術・イノベーション担当での活動の一
つである「エビデンスプロジェクト」によって作成
された、データベースとその可視化システム（見え
る化サイト）の総称である。

• 大学・研発法人等における「研究」「教育」「外部
資金獲得」状況をエビデンスとして収集・整理する。

• 現時点では、可視化の多くは商用BIツールである
「Tableau」によって実装しており、そのインタラ
クティブ性によって探索的分析を可能とした。

• 経緯
• エビデンスに基づく科学技術政策実施の実現に向け
た基盤の整備は、2016年秋に着手された。

• 2020年3月から府省内公開され、7月から関係機関
（国立大学法人、研発法人、共同利用機関等）に対
して拡大公開された。

• 一般公開サイトは、静的情報（画像）のみの公開
だったが、順次Tableau Publicにより、共有サイト
に近い機能の提供を行っている。公開できるデータ
は、データ提供者・許諾者が認めたもののみ。
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e-CSTIの
科学技術政策に
おける位置づけ

1. e-CSTIは各府省においてエビデンス
に基づく科学技術政策（Evidence-
based Policy Making)を支援するため
のツールである。
⚫マイクロデータに基づくマクロ分析を提供し、
各府省がその利用を通じて政策立案機能の高
度化することを期待

2. e-CSTIは大学等においてエビデンス
に基づく学術経営(Evidence-based 
Management)を支援するためのツール
である。
⚫他機関との比較等を考慮した法人運営が可能
となることから、法人運営の高度化を期待
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e-CSTIコンテンツの準備状況

• 2020年3月：府省の利用開始

• 2020年7月：国大・研発の利用開始

• 2020年9月：一般公開サイト

共有サイト
https://gov.e-csti.go.jp/
ユーザーの属性によって
閲覧可能な情報は異なる

公開サイト
https://www.e-csti.go.jp/
誰もが参照可能な情報を
掲載

e-CSTIの構成

今回提示する情報の範囲

国大・研発・共同利用機関にはアカウン
トを配布しており、機関によって閲覧可
能な情報は異なる。共有情報閲覧には、
所属機関内での確認が必要。
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e-CSTIのコンテンツ
https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/e-csti_sanko2_1.pdf
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e-Radデータ×書誌情報データベース
府省共通研究管理システム(e-Rad):
分析の視点となる性別、職名、任期の有無、雇
用形態、雇用財源などの人事データ、配分機関、
事業名、経費などの競争的資金データ

書誌情報データベース:
Dimensions (Digital Science), Scopus (Elsevier),
Web of Science (Clarivate) 論文、分野、被引用数、
分野重み付き被引用指数などの書誌情報データ

ポイント
⚫ e-Radの情報を加味することで、書誌情報DBに含まれていない属性での分析が可能
⚫ 名寄せは書誌データベースが既に行ったものを利用しており、リリース時期によってその

精度は異なる。データベースプロバイダによる相違も大きい。
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e-CSTIの実際
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メニュー

お知らせ
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分析を選択

分
析
項
目

①

②

③

④

⑤
②
に
含
ま
れ
る
細
目 「分析ツール」はTableauを用いた

可視化であり、他は静的コンテンツ
（文章・図表）
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これらのアイコンがTableauの可視
化画面を示している。
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表示する指標の選択

機関種別の選択

指標算出の対象とな
る論文の分野割合

研究者の年齢分布

研究者の属性

算出された指標の値
（マウスオーバーで
詳細情報を提示）
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分析区分を任期とすると

分析区分毎の指標を表示
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社会科学に関
する論文出版
状況
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任期・性別の相違
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e-CSTIでの
経験からの

示唆
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• データから意味を見つける(sense-making)という逆問題

を解く学術が必要である。

• 既存の汎用的統計手法だけでなく、現象の理解と統合し

た新しい理論枠組が必要。

データ科学の必要性

• 政府内での政策立案にデータを活用することを推奨・義

務づける制度設計と合意形成が必要である。

データ利用を可能とする組織能力の育成

• 中長期的なデータライフサイクルを視野にいれた要件整

備と、使用可能な汎用技術の組み合わせるなどの手法で、

実装と評価のループを素早く回す必要がある。

データに対するエンジニアリングの必要性



一橋大学にお
ける新たな社
会科学の創生
に向けた提言
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• 人材育成を通じた知の継承者に拡大、社会実践人材の育成

• 公共財として世界でのさらなる活用を促す仕組みづくり

社会科学分野の知の蓄積の継承

• 社会科学によって得られた知の社会実装を加速する取組

• 社会に向けて学術の成果を実践する学としての社会科学

（ソーシャルデータサイエンス学部）

社会科学の新たな取組の先導

• 自然科学・工学を重点的に探究する学術機関との連携によ

る、知の創出

• 社会科学の学術を知の創出に活用していく、触媒としての

機能

社会科学の知の結節点（ハブ）としての機能
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